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新型コロナウイルス感染症に係る発生状況等について 

 

１ 国内の感染者の状況                              

（１）全国の状況（チャーター便帰国者を除く）              R2.6.7 0時現在（人） 

  
退院又は療養解除

となった者の数 
死亡者数 確認中 PCR検査 

陽性者 

入院治療等を要する者 

 うち重症者 

国内事例 16,923 1,042 98 14,961 916 11 

 

（２）東北地域の状況                     R2.6.6 24 時現在（人） 

自治体 5/15（金）時点 5/22（金）時点 5/29（金）時点 6/6（土）時点 

青森県 27 27 27 27 

秋田県 16 16 16 16 

岩手県 - - - - 

宮城県 88 88 88 88 

山形県 69 69 69 69 

福島県 81 81 81 81 

合計 281 281 281 281 

 

２ これまでの対応状況                               

（１）県内の帰国者・接触者相談センターへの相談状況 

ア 開設日 

令和２年２月８日 

イ 相談対応件数（コールセンターの運用開始：５月 14日～） 

相 談 

対 応 日 

2/8土

～ 

5/29金 

5/30 

土 

5/31 

日 

6/1 

月 

6/2 

火 

6/3 

水 

6/4 

木 
累計 

コ ー ル 

セ ン タ ー 
548 23 41 40 44 38 29 763 

各保健所等 7,843 4 1 39 20 33 25 7,965 

合 計 8,391 27 42 79 64 71 54 8,728 

ウ 主な相談内容 

・ 発熱などの体調不良が続き、病院を受診しようとしたが、先に相談センターに電

話するよう言われた。 

・ 発熱があり、病院を受診したが熱が下がらない。インフルエンザも陰性と診断さ

れたため、ＰＣＲ検査を受けたい。 
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（２）県内の一般相談窓口への相談状況 

ア 開設日 

令和２年１月 21日 

イ 相談対応件数（コールセンターの運用開始：５月 14日～） 

相 談 

対 応 日 

2/8土

～ 

5/29金 

5/30 

土 

5/31 

日 

6/1 

月 

6/2 

火 

6/3 

水 

6/4 

木 
累計 

コ ー ル 

セ ン タ ー 
353 10 14 27 31 29 25 489 

各保健所等 5,590 2 1 22 13 10 7 5,645 

合 計 5,943 12 15 49 44 39 32 6,134 

ウ 主な相談内容（※） 

・ 東京に出張予定だが、帰県後にＰＣＲ検査を受けられないか。 

・ 関西方面から帰県後、特に体調に変化は無いが、２週間は自粛生活が必要か。  

（※１日平均 10件以上、県をまたぐ移動に関する相談が寄せられている。） 

 

（３）新型コロナウイルスの検査状況 

・ 検査結果は、これまで全てウイルス不検出（６月８日 ６時現在） 

検 査 結 果 

判 明 日 

2/13 

～ 

6/1月 

6/2 

火 

6/3 

水 

6/4 

木 

6/5 

金 

6/6 

土 

6/7 

日 
合計 

行政検査件数 459 - 2 3 4 3 3 474 

民間検査件数 
236 

(14) 

-   2 

  （1） 

3 

 （1） 

21 

 （1） 

6 

 （6） 

- 268 

(23) 

合   計 
695 

(14) 

-  4 

  （1）  

6 

 （1） 

25 

 （1） 

9 

 （6） 

3 742 

(23) 

検 査 結 果 

（ 検 出 ） 
－ － － － － － － 0 

※民間検査件数のうち、（）書きは、地域外来・検査センターでの受付分 

 

（４）サーベイランス、感染制御対策等（令和２年度実績） 

ア ４月 15 日（水）、青森県からの要請に基づき、いわて感染制御支援チーム（ＩＣ

ＡＴ）を青森県十和田市に派遣。高齢者福祉施設における感染管理強化を支援。 

イ ５月 16 日（土）、一関市臨時診療所（地域外来・検査センター）の開設準備とし

て実施した防護服着脱訓練に、講師としてＩＣＡＴメンバー４人を派遣。 

ウ ５月 22 日（金）、奥州金ケ崎発熱外来診療所（地域外来・検査センター、仮称）

の開設準備として実施した防護服着脱訓練に、講師としてＩＣＡＴメンバー２人を

派遣。 

エ ５月 30 日（土）、盛岡地域外来・検査センターの開設準備として実施した防護服

着脱訓練に、講師としてＩＣＡＴメンバー４人を派遣。 
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（５）医療用マスクの医療機関への提供状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)　総括表

供給元 受入枚数 配付先（医療機関等）※1 配付枚数

厚生労働省 40,000 病院（指定医療機関、一般医療機関、岩手県医療局） 1,115,900

国、県、市町村備蓄分 87,250 岩手県医師会（診療所） 204,700

国一括購入分（第１弾～第６弾） 1,525,000 岩手県医師会（地域外来・検査センター） 5,000

国一括購入分（臨時対応分） 103,000 岩手県歯科医師会（歯科診療所） 161,000

寄贈（岩手県競馬組合、大連良運集団有限公司、
上海大可堂茶業有限公司、ビーワイディージャパ
ン株式会社、台湾政府、中国大連市人民政府）

52,300 岩手県薬剤師会（薬局） 119,000

県購入 100,000 岩手県看護協会（訪問看護ステーション） 30,000

病院等への上乗せ配付を予定（臨時対応分） 33,000

在庫状況調査に基づき配付予定 238,950

計 1,907,550 計 1,907,550

※1各医療機関等へのサージカルマスクの配布は、２～３週間以上の在庫量を確保できるよう調整

提供元 受入日 受入枚数 配分先 配付日
（寄付のあった日）

配付枚数
（）は保留分

厚生労働省 3月18日 40,000枚 岩手医科大学
3/18,27
4/3,10

40,000枚

岩手県医師会（診療所） 3月16日 23,000枚

訪問看護ステーション 4月27日 8,200枚

一般医療機関 4月30日 1,000枚

（在庫状況調査に基づき配付予定） ― （13,950枚）

指定医療機関等 3月17日 34,400枚

岩手県医師会（診療所） 3月23日 6,700枚

指定医療機関等 35,000枚

一般医療機関 108,000枚

岩手県医師会（診療所） 25,000枚

岩手県歯科医師会（診療所） 26,000枚

岩手県薬剤師会（薬局） 14,000枚

岩手県競馬組合からの寄付 3月24日 1,800枚 訪問看護ステーション 4月27日 1,800枚

指定医療機関等 10,000枚

一般医療機関 43,000枚

岩手県医師会（診療所） 25,000枚

岩手県歯科医師会（診療所） 25,000枚

岩手県薬剤師会（薬局） 15,000枚

岩手県医療局 90,000枚

指定医療機関等 26,000枚

一般医療機関 117,000枚

岩手県医師会（診療所） 25,000枚

岩手県歯科医師会（診療所） 25,000枚

岩手県薬剤師会（薬局） 15,000枚

（2）これまでの配布状況（１／２）

県・市町村在庫分 46,150枚

国省庁備蓄分 3月16日 41,100枚

3月16日

第1弾
国一括購入分

（全国で1500万枚分）
3月19日 208,000枚

3月27日

第3弾
国一括購入分

（全国で1500万枚分）

4月7日 208,000枚
4月14日

第2弾
国一括購入分

（全国で1500万枚分）

3月31日 208,000枚 4月7日
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大連良運集団有限公司、上海
大可堂茶業有限公司からの寄贈

4月14日 10,000枚 （在庫状況調査に基づき配付予定） ― （10,000枚）

ビーワイディージャパン株式会社
からの寄贈

4月16日 10,000枚 （在庫状況調査に基づき配付予定） ― （10,000枚）

指定医療機関等 26,000枚

一般医療機関 97,000枚

岩手県医師会（診療所） 25,000枚

岩手県歯科医師会（診療所） 25,000枚

岩手県薬剤師会（薬局） 15,000枚

岩手県医療局 20,000枚

台湾政府からの寄贈 4月24日 10,500枚 指定医療機関等 5月7日 10,500枚

病院 5/28他 20,000枚

岩手県医療局 5月28日 50,000枚

（病院等への上乗せ配付を予定） ― （33,000枚）

指定医療機関等 10,000枚

一般医療機関 40,000枚

岩手県医師会（診療所） 35,000枚

岩手県医師会
（地域外来・検査センター）

5,000枚

岩手県歯科医師会（診療所） 30,000枚

岩手県薬剤師会（薬局） 30,000枚

岩手県看護協会
（訪問看護ステーション）

20,000枚

岩手県医療局 42,000枚

（在庫状況調査に基づき配付予定） ― （85,000枚）

県購入 5月13日 100,000枚 （在庫状況調査に基づき配付予定） ― （100,000枚）

中国大連市人民政府からの寄贈 5月14日 20,000枚 （在庫状況調査に基づき配付予定） ― （20,000枚）

指定医療機関等 85,000枚

一般医療機関 163,000枚

岩手県医師会（診療所） 40,000枚

岩手県歯科医師会（診療所） 30,000枚

岩手県薬剤師会（薬局） 30,000枚

岩手県医療局 48,000枚

5月28日

国一括購入分
（全国で660万枚分）

5月1日 103,000枚

第6弾
国一括購入分

（全国で4000万枚分）
5月21日 396,000枚

第4弾
国一括購入分

（全国で1500万枚分）

4月16日
208,000枚 4月20日

（2）これまでの配布状況（２／２）

第5弾
国一括購入分

（全国で3000万枚分）
5月12日 297,000枚

5月14日
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（６）国の対応 

１月６日 ・ 各都道府県等に対し、武漢市滞在歴を有する患者の医療機関での感

染対策の徹底等を要請 

１月７日 ・ 各検疫所に対し、有症状者に対する自己申告の呼びかけ、受診勧奨

文書発出 

１月 16日 ・ 国内患者発生を受け、国民にメッセージ発出（通常の感染対策の呼

びかけ等） 

１月 21日 ・ 関係閣僚会議を開催 

１月 30日 ・ 「新型コロナウイルス感染症対策本部」（本部長：首相）を設置 

・ 全国知事会が「新型コロナウイルス緊急対策会議」を設置 

１月 31日 ・ ＷＨＯが「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態」を宣言 

・ 外務省が感染症危険情報を、中国全土を対象に「渡航自粛」に引き

上げ（湖北省は渡航中止勧告） 

２月１日 ・ 新型コロナウイルス感染症を「指定感染症」等に指定する政令施行 

・ 出入国管理法に基づく入国規制の実施（湖北省発行旅券を所持する

者及び 14日以内の湖北省滞在者） 

・ 都道府県に対し、下記の体制を今月上旬までに整備することを要請 

① 次医療圏毎の「帰国者・接触者外来」の設置 

② 「帰国者・接触者外来」への受診調整を行う「帰国者・接触者 

相談センター」の各保健所への設置 

２月 13日 ・ 新型コロナウイルス感染症を検疫法上の隔離・停留できる感染症と

するため、また、無症状病原体保有者を入院措置・公費負担とするた

め、関係政令を改正 

・ 新型コロナウイルス感染症の流行が確認されている地域に「浙江省」

を追加 

２月 16日 ・ 感染症対策専門家会議を開催し、対策について医学的見地から対応

策等を協議 

２月 19日 ・ 第２回感染症対策専門家会議を開催し、患者が増加する局面を想定

した対応について協議 

・ 相談・受診の目安について協議 

２月 24日 ・ 第３回感染症対策専門家会議を開催し、感染対策の基本方針につい

て協議 

２月 25日 ・ 政府対策本部において、「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」

を決定 

２月 27日 ・ 安倍首相が国の対策本部において、全国の小中学校、高校、特別支

援学校を３月２日から臨時休校するよう要請 

２月 29日 ・ 安倍首相 記者会見（臨時休校や PCR の保険適用等について） 
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３月６日 ・ 新型コロナウイルスに係るＰＣＲ検査の保険適用開始 

・ 都道府県に対し、新型コロナウイルスの患者数が大幅に増えた時に

備えた医療提供体制等の検討を要請 

３月９日 ・ 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 

（「新型コロナウイルス感染症対策の見解」を発表） 

３月 10日 ・ 「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策－第２弾－」 

３月 14日 ・ 新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正法施行 

３月 19日 ・ 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 

（「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」を発表） 

・ 日本国内の感染状況は、引き続き持ちこたえているが、一部の地域では感染拡大が見ら

れ、今後地域において、感染源が分からない患者数が継続的に増加し、こうした地域が全

国に拡大すれば、どこかの地域を発端として、爆発的な感染拡大を伴う大規模流行につな

がりかねないと考えている。 

・ 現時点では、社会・経済機能への影響を最小限としながら、感染拡大防止の効果を最大

限にするという方針を続けていく必要があり、 

① クラスター（集団）の早期発見・早期対応 

② 患者の早期診断・重症者への集中治療の充実と医療提供体制の確保 

③ 市民の行動変容 

の３本柱の基本戦略を維持、必要に応じて強化し、速やかに行わなければならない。 

 ・ 都道府県に対し、新型コロナウイルス感染症の患者数が大幅に増え

たときに備えた入院医療提供体制等の整備を要請 

・ 県内の患者受入れを調整する「都道府県調整本部」を各都道府県に設置。 

（集中治療、呼吸器内科治療、救急医療、感染症医療の専門家、災害医療コーディネ

ーター等により構成） 

・ 厚労省において地方厚生局の区域を単位とする「広域調整本部」を設置。 

・ 入院患者、重症者の受入医療機関の確保等 

・ 患者搬送体制の確保   等 

３月 26日 ・ 新型インフルエンザ等対策特別措置法第１５条に基づき、政府対策

本部を設置 

 

３月 28日 ・ 新型コロナウイルス感染症対策本部 

「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を決定 

 

４月１日 ・ 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 

（「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」を発表） 

・ 日本国内の感染状況は、今のところ諸外国のような、オーバーシュート（爆発的患者急

増）は見られていないが、都市部を中心にクラスター感染が次々と報告され、感染者数が

急増している。そうした中、医療供給体制が逼迫しつつある地域が出てきており医療供給

体制の強化が近々の課題となっている。 
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・ いわゆる「医療崩壊」は、オーバーシュートが生じてから起こるものと解される向きも

ある。しかし、新規感染者数が急増し、クラスター感染が頻繁に報告されている現状を考

えれば、爆発的感染が起こる前に医療供給体制の限度を超える負担がかかり医療現場が機

能不全に陥ることが予想される。 

 

・ 都道府県に関連する主な提言 

・ 地域ごとのまん延の状況を判断する際に考慮すべき指標等を示すとともに、地域の医療

体制の対応を検討する上で、あらかじめ把握しておくべき事項が示された。 

① 重症者数 

② 入院者数 

③ 利用可能な病床数と、その稼働率や空床数 

④ 利用可能な人工呼吸器数・ECMO 数と、その稼働状況 

⑤ 医療従事者の確保状況 

・ 市民の行動変容の取組強化 

・ 重症者を優先した医療提供体制の確保 

・ 医療崩壊に備えた市民との認識共有 

・ クラスター対応する保健所等の強化 

 

４月７日 ・ 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の公表 

 ・ 改正新型インフルエンザ等対策特別措置法第３２条第１項の規定に

基づき、緊急事態宣言を発出 

 

４月 16日 ・ ４月７日に宣言した緊急事態措置を実施すべき区域を、７都府県か

ら全都道府県に拡大 

 

４月 22日 ・ 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 

（「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」を発表） 

・ それ（特定警戒都道府県）以外の 34 県でも感染者数の増加を認めている地域があり、集

団発生の契機として東京都を含む都市部との間での人の移動に伴うものが多かった。 

・ 地域別にみれば、東京都や大阪府などの都心部における娯楽施設、公園における人口密

度の減少は顕著である一方で、地方ほど不十分であることが示唆された。 

・ 今後、ゴールデンウィークを迎えるに当たり、こういった帰省や旅行による人の移動に

より、全国に感染が拡がることが強く懸念される。 
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５月１日 ・ 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 

（「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」を発表） 

・ 減少のスピードは、3月 20日過ぎから生じた発症者数の急増のスピードに比べれば、緩

やか。 

・ 検査件数が徐々にではあるが増加している中で、新規感染者が減少傾向にあることは間

違いないと判断 

・ 医療提供体制への影響については、しばらくは、新規感染者を減少させるための取組を

継続することの必要性が示唆。 

・ 感染状況は地域で異なるため、全ての地域の新規感染者数が限定的となるまでは、【感染

の状況が厳しい地域】、【新規感染者数が限定的となった地域】の２つの地域が混在してい

くことを想定。 

・ 新規感染者数が限定的となった地域でも、再度のまん延が生じないようにするためには、

長丁場の対応を前提とした、「新しい生活様式」の定着が必要。 

５月４日 

 

 

・ 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 

  （「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」を発表 

 ・ 感染拡大を予防する新たな生活様式について実践例が示された。 

・ 業種ごとの感染拡大予防ガイドラインが示された。 

 ・ 新型コロナウイルス感染症対策本部 

  （「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を改定） 

 ・ 緊急事態措置の実施期間が５月 31日まで延長された。 

 

５月 14日 ・ 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 

  （「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」を発表） 

・ 緊急事態措置の解除の考え方が示された。 

・ 感染拡大・医療崩壊の防止に向けた対策が示された。 

・ 新型コロナウイルス感染症対策本部 

  （「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を改定） 

・ ４月 16日に全都道府県に拡大した緊急事態措置が 39県で解除された。 

５月 21日 ・ 新型コロナウイルス感染症対策本部 

（「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を改定） 

・ 緊急事態措置を実施すべき区域を北海道、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県とする変 

更が行われた。 

 

５月 25日 

 

 

 
 

５月 29日 

・ 新型コロナウイルス感染症対策本部 

（「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を改定） 

・ 改正新型インフルエンザ等対策特別措置法第３２条第５項の規定に

基づく緊急事態解除宣言を発出 
 

・ 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 

  （「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」を発表） 

 ・ 今後の政策のあり方や次なる波に備えた体制整備のためのチェックリストが示された 
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（７）県の対応 

１月９日 ・ 県医師会、感染症指定医療機関等に対し、感染対策等の徹底を要請 

１月 21日 ・ 県ホームページへの掲載による県民への情報提供の実施 

１月 24日 ・ 県旅館ホテル生活衛生同業組合等に旅行客発症の場合の適切な対応

を要請 

１月 25日 

～ 

２月８日 

・ 上海定期便機内での健康カード配布による自己申告と適切な受診勧

奨を実施 

１月 29日 ・ 感染症指定医療機関等で構成する「新型コロナウイルス感染症医療

連絡会議」を開催し、患者発生時の具体的対応を確認 

２月２日 ・ 厚労省から DMATに対し武漢からの航空機帰国者の健康管理に係る派

遣依頼があり、本県では岩手医科大学から１名が２日間対応 

２月５日 ・ 「庁内各部局連絡会議」を設置し、各部局の取組み等を情報共有 

２月６日 ・ 第２回医療連絡会議を開催し、指定感染症としての患者発生時の具

体的対応を確認 

２月７日 ・ 岩手県感染症対策委員会を開催し、県の感染対策及び専門委員会の

設置について協議 

２月８日 ・ 「帰国者・接触者相談センター」及び「帰国者・接触者外来」の対

応を開始 

２月 10日 ・ 県民生活の安全安心に関わる各分野の関係団体等による「連絡会議」

を開催し、消防、警察、医療、各種インフラ、金融、報道等の団体と

情報共有 

２月 11日 ・ 「岩手県新型コロナウイルス感染症対策専門委員会」を設置し、県

の対策に関し専門的な知見に基づき具体的に協議 

２月 18日 ・ 岩手県新型コロナウイルス感染症対策本部を設置し、第１回本部員

会議を開催 

・ 第２回専門委員会開催 

（新型コロナウイルス感染症対策に係る県内の医療体制について） 

２月 22日 ・ 第３回医療連絡会議を開催し、患者が増加することを想定した医療

体制について協議 

２月 26日 ・ 県対策本部第２回本部員会議開催 

３月６日 ・ 県対策本部第３回本部員会議開催 

（知事から「県民の皆様へのメッセージ」発出） 

３月 13日 ・ 県対策本部第４回本部員会議開催 

（国の緊急対応策第２弾を踏まえた対応方針について） 

（新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正案の内容について） 

３月 17日 ・ 第３回専門委員会開催 

（新型コロナウイルス感染症対策に係る課題と今後の対応等について） 



10 

３月 23日 ・ 県対策本部第５回本部員会議開催 

（国の緊急対応策第２弾を踏まえた補正予算について） 

３月 26日 ・ 新型インフルエンザ等対策特別措置法第２２条に基づき、県対策本

部を設置 

３月 28日 ・ 県対策本部第６回本部員会議開催 

（新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく県対策本部の設置につ

いて） 

３月 30日 ・ 県対策本部第７回本部員会議開催 

（新型コロナウイルス感染症に係る対応等について） 

４月３日 ・ 県対策本部第８回本部員会議開催 

（新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（素案）について） 

４月８日 ・ 県対策本部第９回本部員会議開催 

（新型インフルエンザ等緊急事態宣言について） 

４月 10日 ・ 県対策本部第 10回本部員会議開催 

（新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針について） 

４月 14日 ・ 県と市町村との意見交換会開催 

（県内で感染者が発生した場合の具体的対応策に係る市町村への情報提

供等） 

４月 14日 ・ 第１回岩手県新型コロナウイルス感染症医療体制検討委員会開催 

（新型コロナウイルス感染症に係る医療体制の素案について） 

４月 17日 ・ 県対策本部第 11回本部員会議開催 

（新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針について） 

４月 23日 ・ 県対策本部第 12回本部員会議開催 

（新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針について） 

（岩手県における新型コロナウイルス感染症拡大防止のための緊急事態

措置及び事業者支援策について） 

４月 24日 ・ 第４回専門委員会開催 

（新型コロナウイルス感染症に係る検査体制について） 

４月 30日 ・ （一社）岩手県医師会への新型コロナウイルス感染症対策に係る協

力依頼 

（発熱外来及び宿泊療養施設の設置等に向けて、体制構築及び実施に係

る支援・協力の依頼） 

 

５月５日 ・ 県対策本部第 13回本部員会議開催 

（新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針について） 

（岩手県における医療提供体制の取組について） 

（岩手県における新型コロナウイルス感染症拡大防止のための緊急事態

措置について） 
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５月９日 ・ 緊急郡市医師会長協議会 

（発熱外来及び軽症者等のための宿泊療養施設の運営に係る運営協力を

依頼） 

 

５月 14日 ・ 新型コロナウイルス感染症対策に係るコールセンターの運用開始 

（帰国者・接触者相談センター等の相談受付業務を外部委託し、オペレ

ーター業務を開始） 

 

５月 15日 ・ 県対策本部第 14回本部員会議開催 

（新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針について） 

（岩手県における新型コロナウイルス感染症感染防止対策について） 

（関係部局における今後の主な取組の方向性について） 

 

５月 18日 ・ 第２回岩手県新型コロナウイルス感染症医療体制検討委員会開催 

（新型コロナウイルス感染症に係る医療体制について（案）） 

（発熱外来（地域外来・検査センター）の設置について） 

（軽症者等の宿泊療養施設について） 

（新型コロナウイルス感染症を疑う患者等に関する救急医療の実施につ

いて） 

５月 18日 ・ 発熱外来（地域外来・検査センター）を開設 

（両磐地域 一関市臨時診療所） 

（宮古地域 宮古市地域外来・検査センター） 

 

５月 26日 ・ 県対策本部第 15回本部員会議開催 

（岩手県新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針について） 

（岩手県における新型コロナウイルス感染症感染防止対策について） 

 

６月２日 ・ 岩手県感染症対策委員会を開催し、クラスター対策の方向性等につ

いて協議 

 

６月４日 ・ 発熱外来（地域外来・検査センター）を開設 

（胆江地域 奥州金ケ崎発熱外来診療所） 

 

 


